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平成 28年度『通関士試験の指針』 ※政令・通達改正に係る訂正は波線で、誤植に係る訂正は下線で表示しております。 

頁 新 旧 

168 図表【関税についての条約の特別の規定による便益】内に、モンゴル協定税率を追加。 

  

【関税についての条約の特別の規定による便益】 

条約の名称 適用税率 

WTO協定 （省略） 

経済連携協定 

（EPA） 

シンガポール協定税率 ブルネイ協定税率   ペルー協定税率 

メキシコ協定税率   アセアン包括協定税率 オーストラリア協定税率 

マレーシア協定税率  フィリピン協定税率  モンゴル協定税率 

チリ協定税率     スイス協定税率 

タイ協定税率     ベトナム協定税率 

インドネシア協定税率 インド協定税率 
 

 

【関税についての条約の特別の規定による便益】 

条約の名称 適用税率 

WTO協定 （省略） 

経済連携協定 

（EPA） 

シンガポール協定税率 ブルネイ協定税率   ペルー協定税率 

メキシコ協定税率   アセアン包括協定税率 オーストラリア協定税率 

マレーシア協定税率  フィリピン協定税率 

チリ協定税率     スイス協定税率 

タイ協定税率     ベトナム協定税率 

インドネシア協定税率 インド協定税率 

  

170 Ⅰ．輸出国政府が証明・検証に関与する制度 内の図表を一部修正 

  

Ⅰ．輸出国政府が証明・検証に関与する制度 

ⅰ．第三者証明制度（輸出国政府証明制度） 

  （省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ．輸出国政府が証明・検証に関与する制度 

ⅰ．第三者証明制度（輸出国政府証明制度） 

  （省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

日  本  国 
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平成 28年度『通関士試験の指針』 ※政令・通達改正に係る訂正は波線で、誤植に係る訂正は下線で表示しております。 

 

頁 新 旧 

192 Check ! 不正競争差止請求権者の輸入差止申立てにおける経済産業大臣の意見書の提出 の⑤の条文番号を修正 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

268 図表【我が国において適用される関税率】にモンゴル協定を追加 

 【我が国において適用される関税率】 

 

【我が国において適用される関税率】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Check ! 不正競争差止請求権者の輸入差止申立てにおける経済産業大臣の意見書の提出 

 （省略） 

① ～ ④（省略） 

⑤ 不正競争防止法第2条第1項第10号、第11号に規定する「アクセスコントロール等回

避機器」 

Check ! 不正競争差止請求権者の輸入差止申立てにおける経済産業大臣の意見書の提出 

 （省略） 

① ～ ④（省略） 

⑤ 不正競争防止法第2条第1項第11号、第12号に規定する「アクセスコントロール等回

避機器」 

≈ 
以下省略 

≈ 
以下省略 

EPA 税率 
シンガポール協定 
メキシコ協定 

マレーシア協定 
チリ協定 
タイ協定 

ブルネイ協定 
インドネシア協定 
ASEAN 協定 

フィリピン協定 
スイス協定 
ベトナム協定 

インド協定 
ペルー協定 
オーストラリア協定 

モンゴル協定 
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平成 28 年度『通関士試験の指針』 ※政令・通達改正に係る訂正は波線で、誤植に係る訂正は下線で表示しております。 

 
頁 新 旧 

358 (3)協定税率 の ③ 経済連携協定税率(以下「EPA税率」という。) 内に、モンゴルを追加。 
 (3)協定税率 

我が国と他国との間の関税に関する条約や協定により...（後略） 
③ 経済連携協定税税率  
 経済連携協定（EPA）とは...（中略）包括的な協定をいう。 
 現在、我が国とシンガポール、メキシコ、マレーシア、チリ、タイ、イ
ンドネシア、ブルネイ、フィリピン、スイス、ベトナム、インド、ペル
ー、オーストラリア、モンゴル及び東南アジア諸国連合（ASEAN）との
間で経済連携協定を締結しており...（後略）。 

(3)協定税率 
我が国と他国との間の関税に関する条約や協定により...（後略） 
③ 経済連携協定税税率 
 経済連携協定（EPA）とは...（中略）包括的な協定をいう。 
 現在、我が国とシンガポール、メキシコ、マレーシア、チリ、タイ、
インドネシア、ブルネイ、フィリピン、スイス、ベトナム、インド、ペ
ルー、オーストラリア及び東南アジア諸国連合（ASEAN）との間で経済
連携協定を締結しており...（後略）。 

395 図表内（インコタームズにおける業務分野と費用負担を図示したもの）の一部日本語訳を修正 
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平成 28年度『通関士試験の指針』 ※政令・通達改正に係る訂正は波線で、誤植に係る訂正は下線で表示しております。 

頁 新 旧 

538 ２．軽減税率の適用手続を要する貨物に、エチアルコールを追加し、通し番号を修正し、また書きについても記述を差替え。 

 ２．軽減税率の適用手続を要する貨物 

（1）～（11）省略 

（12）バイオマスから製造されたエチルアルコール(ETBE(注)製造用のもの) 

（注）ETBE：エチルターシャリーブチルエーテル（バイオガソリン製造に必要なもの） 

（13）揮発油（軽質油のもの）（石油化学製品製造用のもの） 

（14）灯油（石油化学製品製造用のもの） 

（15）軽油（石油化学製品製造用のもの） 

（16）重油及び粗油（農林漁業の用に供されるもの） 

（17）鉛の塊（課税価格が 165.37 円/kg を超えるもの）（電解精製用のもの）

（注）（1）から（11）までの物品は、関税割当制度の対象物品である。  

このほか、経済連携協定（EPA）に基づく関税割当制度等により特定の用途

に供することを条件として軽減税率が適用される次の物品についても、前記と

同様の適用手続が定められている《暫定令第 32 条第 2 項》。 

〇日メキシコ EPA、日チリ EPA 

・トマトピューレー及びトマトペースト（トマトケチャップ等製造用のもの） 

〇日豪 EPA 

・フレッシュチーズ、ブルーベインドチーズ等(プロセスチーズの原料用のもの) 

・その他のチーズ（シュレッドチーズの原料用のもの） 

・その他の甘しゃ糖（精製用のもの） 

・ココアを含有する調整食料品（チョコレートの原料用のもの）  

２．軽減税率の適用手続を要する貨物 

（1）～（11）省略 

（12）揮発油（軽質油のもの）（石油化学製品製造用のもの） 

 

（13）灯油（石油化学製品製造用のもの） 

（14）軽油（石油化学製品製造用のもの） 

（15）重油及び粗油（農林漁業の用に供されるもの） 

（16）鉛の塊（課税価格が 165.37 円/kg を超えるもの）（電解精製用のもの） 

（注）（1）から（11）までの物品は、関税割当制度の対象物品である。  

 

また、我が国とメキシコとの間で締結された経済連携協定に基づき、メキ

シコ産品に対してのみ軽減税率（経済連携協定税率）が適用されるトマトピ

ューレー及びトマトペースト（トマトケチャップ等製造用のもの）について

も、前記と同様の適用手続が定められている《暫定令第 32 条第 2 項》。 

 

 

 

 

 


